 議題１ 

平成２５年４月１５日
白井市庁舎建設検討委員会
庁舎整備計画のこれまでの経緯（報告）
●昭和５６年度　　現本庁舎開設（旧耐震基準）
●平成　６年度　　文化センター開設（新耐震基準）
●平成１３年度　　保健福祉センター開設（新耐震基準）
●平成１８年度
　耐震診断の結果、耐震性能の不足が判明した。
　●平成２０年度
　　庁舎改修計画策定業務委託を実施（完了２１年度）
　　・免震工法による改修が有利であるとの結果となった。
　●平成２１年度
　　白井市耐震改修促進計画を策定（都市計画課）
　　・市の公共施設は、平成２７年度までの耐震化として位置付けられている。
　●平成２２年度
　（１）庁舎改修基本設計業務委託（プロポーザル）の契約締結を中止（12月）
　（２）庁舎改修庁内検討委員会を設置（12月）
　（３）東日本大震災発生（3月11日）
　●平成２３年度
（１）白井市役所庁舎整備検討委員会を設置（7月）
・委員構成は学識経験者２名、公募市民５名（内３名は建築業経験者）、
市職員３名の計１０名
　　　・平成２４年３月２９日、庁舎整備の必要性が極めて高く早急な対応が必要なこと、また、総合的な評価が最も高い工法として、減築プラス新築による整備手法が有力であることなどが提言された。
　（２）庁舎改修庁内検討委員会の活動を開始（5月）
　　　・委員構成は市職員２５名、全職員を対象に現状における問題点、改善策等に関するアンケート調査を実施した。
●平成２４年度
（１）白井市役所庁舎整備検討委員会による提言内容の市民向け説明会（6月）
（２）庁舎減築構造検討業務委託（7月～10月、受託者：㈱INA新建築研究所）
　　・５階以上を撤去することで耐震性を確保できることを確認した。
　（３）庁舎改修庁内検討委員会による検討（8月～3月）
　　　・庁舎の機能、改善すべき事項、これらに伴う床面積への影響などについて検討し第１次報告書として取りまとめた。
（４）庁舎設計アドバイサーの選任（9月）
　　・白井市役所庁舎整備検討委員会の委員長及び積算検討部会委員の計４名を
庁舎設計に関するアドバイサーとして選任、減築工法に関する検討内容及び今後の進め方等について意見を聴いた。
　（５）公共施設整備保全基金条例施行（１月）
　（６）白井市附属機関条例「白井市庁舎建設等検討委員会」施行（１月）
（７）庁舎使用状況調査業務委託（3月～H25繰越、受託者：ｺｸﾖﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱）
